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※増築に伴う既存不適格の取り扱いは後述。
【整備後】

増築

用途変更、大規模の修繕

、増築（内部）

増築

３．賑わい創出機能の配置と採算

増築

増築

②ＡＢ棟内での整備

①ＡＢ棟外での整備

改修

新築

アート展示機能および市民活動・交流機能

凡例

双方の共用スペース

賑わい創出機能（独立採算）

「賑わい創設施設」の整備にかかる費用は独立採算とします。また、

以下の場合には、賑わい創出機能部分の費用を面積按分により算出

し、その分を独立採算とします。

①　ＡＢ棟以外の棟を整備（新築もしくは改修）するにあたり、ア

　　ート展示機能および市民活動・交流機能と賑わい創出機能が混

　　在した場合（共用ロビーなど）

②　ＡＢ棟中に賑わい創出機能を設置する場合

５．ＡＢ棟を準耐火建築物（ロ－１号）とする

　　ための整備手法

※C棟、廊下、前室（もしくはその一部）を除却しないケース

　については、本資料を参考にご検討ください。

　

吉野煉瓦倉庫は建築基準法制定前に建てられた建造物であることや、

これまで分かっている限りにおける仕様履歴から、建築基準法第86

条の7第1項の摘要、すなわち「既存建築物に対する制限の緩和」が

受けられる建物です。

その際、構造耐力関係を規定する基準法施行令137条の2の規定の扱

いを巡り、以下のように整理しています。

①　Ａ、Ｂ、Ｃ、前室、廊下からなる吉野煉瓦倉庫は１の建築物で

　　ある。

②　建物整備に関する先の前提に立ち、Ｃ棟、廊下、前室を除却し、

　　結果的にＡＢ棟が残った状態となる※。

【整備前】

ex.

解体

解体

解体

活用

ＡＢ棟（煉瓦造２階）

Ｃ棟（木造１階）

廊下（木造１階）

前室（土蔵造外壁煉瓦貼１階）

註：本文における「法」は建築基準法を、「令」は建築基準法施行令による

条文を指します。

以下の通りＡ、Ｂ、Ｃ棟および廊下、前室から構成されています。

１．吉野煉瓦倉庫　現況の構成と構造種別

２．本事業における各棟の整備方針

ＡＢ棟に対する用途変更＋大規模修繕＋増築という扱いを前提とし、

その他の棟は解体するものと想定しています。

ただし、ＡＢ棟以外を解体せずに「賑わい創設施設」などに改修す

る提案も可とします。

４．建築基準法施行令第137条の2第一号ロおよび

　　第二号イの解釈について

④　しかし上記と別に増築と改築部分の床面積が50㎡以上となった

　　場合や、階数が3以上となる場合には、法第62条、法第86条の7、

　　令第137条の11等の規定により、ＡＢ棟既存部分を含めて耐火

　　建築物とすることが求められる。

⑤　しかしながら本事業において、ＡＢ棟の既存木造床梁や屋根ト

　　ラス梁など、既存の構造材を活かす場合には、耐火建築物とす

　　ることは困難となる選択であり、準耐火建築物のひとつである

　　「準耐火ロ－１号」（外壁耐火構造）がふさわしいと予想され

　　る。

資料８　吉野町煉瓦倉庫改修整備に関する法的扱いのガイドライン　１

③　ＡＢ棟に対する増築を想定する際、構造関係規定のみを考慮す

　　れば、令第137の2第1号ロ・第2号イが摘要できる。

　　

　　すなわち第1号イによる、既存建物に対して現行基準に適合す

　　る構造計算を行うことは困難であるため、先の３つのどれかの

　　規定に適合させることでの対応が現実的であると考えられる。

　　これらにしたがった場合、それぞれの規定で定める規模の増築

　　が認められる。　　

　（「2015年版　建築物の構造関係技術基準解説書(P771～P785)」

　　を参照のこと）。

②　増築部分が３階建て以上の場合

「既存遡及が及ばない増築の範囲および接続部の仕様（防火・避難

　規定上、別棟建築とみなす条件）」（日本建築センター 平成8年

　11月18日発行 建築物の防火避難規定に関する運用指針付録 P1参

　照）

さらにこれら各に対して、増築部分の整備方法の違いにより

以下２つの方針が選択できます。

ⅰ　AB棟と廊下等を１の建築物として捉え、改修による整備を行う

ⅱ　廊下等を除去し、新たな増築による整備を行う

４の解釈を元に、ＡＢ棟を「準耐火ロー１号」として整備するため

に以下２つの法規のいずれかを運用する方法を提示します。

①　増築部分が２階建ての場合

「昭和26年建設省住防発第14号（部分により構造を異にする建築物

　の棟の解釈について」による別棟扱いの規定(参考資料-2)参照。
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※1　AB棟および廊下整備にかかる制限は以下の通り。

「昭和26年建設省住防発第14号（部分により構造を異にする建築物の

別棟の解釈について」）およびその通達を適用する場合の整備手法を

以下に示します。

断面
EXP.JEXP.J

Ｄ棟新設（耐火建築物）

ＡＢ棟

（煉瓦造２階）

賑わい

創出施設

平面的に重なってはならない。3m以上

廊下改修

3m以上

ＡＢ棟（煉瓦造２階）

EXP.J
増築

増築

EXP.JEXP.J

廊下改修　※2

（ロ－１準耐火建築物）

AB棟および廊下※1

ＡＢ棟に接する場合※3

ＡＢ棟に

接しない

場合※4

増築

賑わい創出施設

※6

平面

増築Ｄ棟（耐火建築物）※5

(1)　AB棟・廊下の床面積の増の合計は50㎡以下とする。

(2)　階数は現状通り（AB棟:2　廊下:1）とする。

(3)　令第137の2第3号イの規定に適合したものとする。

(4)　大規模の修繕、模様替えがある場合は、令第137条の12第1項

　　 の規定に適合したものとする（廊下改修部も同様）。

ＡＢ棟（煉瓦造２階）

EXP.J

3m以上

EXP.J

増築

増築

AB棟※1

※2

増築Ｄ棟（耐火建築物）

※1　AB棟整備にかかる制限は以下の通り。

(1)　AB棟の床面積の増の合計は50㎡以下とする。

(2)　階数は現状通り2とする。

(3)　令第137の2第3号イの規定に適合したものとする。

(4)　大規模の修繕、模様替えがある場合は、令第137条の12第1項の規定に

　　 適合したものとする。

①－ⅰ　AB棟と廊下等を１の建築物として捉え、改修による整備を行う

①－ⅱ　廊下等を除去し、新たな増築による整備を行う

①増築棟が２階建ての場合　　※階数が3の場合、適用できない

AB棟および廊下（および前室）に関しては、「既存部分の構造耐力上の

危険性が増大しない」ことを条件とする施行令第137条の2第3号イの規

定を適用する。

※2　屋根除去後再度屋根を新設すると床面積の増として取り扱うことになる

　　 ため注意が必要である。　

※7　参考資料-2のP1,P2の条件に適合する必要がある。

　　
賑わい創出施設

※3

ＡＢ棟に

接しない

場合※3

ＡＢ棟に接する場合※3

※2  D棟においては、AB棟および賑わい創出施設棟の接する部分に設ける開

　　 口部を特定防火設備とすること。

※3  前述ⅰにおける※3,4,6,7の注意書きによる。

　　

※3　機械室などをＡＢ棟の外に接して整備する場合、双方は構造的に

　　 エキスパンションジョイントで別棟扱いとするとともに、増築部

     分を耐火建築物とする。

　　 室内にAB棟との出入口等開口部を設けて一体的に利用する際には、

　　 後述するD棟と同じ考え方に基づいた方法によらなければならない。

※4　AB棟の外に距離を隔てて別棟で増築する場合には、双方を別の建

     物と考え、増築棟は一般的な解釈に基づく整備方法でよい（床面

　　 積が50㎡を超えても可）。

※5　D棟においてはAB棟・廊下および賑わい創出施設棟の接する部分に

     設ける開口部を特定防火設備とすること。

※6　別棟規定により※4同様双方を別の建物と考え、賑わい創出施設棟

     は一般的な解釈に基づく整備方法でよい。すなわち用途・規模に

     より耐火・準耐火建築物としなければならない。

資料８　吉野町煉瓦倉庫改修整備に関する法的扱いのガイドライン　２



②　増築棟が３階建て以上の場合

「既存遡及が及ばない増築の範囲および接続部の仕様（防火・避難規定上、

　別棟建築とみなす条件）（日本建築センター）」を適用する場合の整備

　手法を以下に示します。

断面

ＡＢ棟（煉瓦造２階）

3m以上

通路としての幅

平面

AB棟および廊下※1

ＡＢ棟に

接しない

場合※4

3m以上

廊下改修　※1

（ロ－１準耐火建築物）

賑わい

創出施設

ＡＢ棟

（煉瓦造２階）

賑わい創出施設

※6

増築

増築

※3

ＡＢ棟に接する増築は②

のケースではできません。

（ＡＢ棟、廊下、増築棟

部の床面積の合計が50㎡

以下の増築であれば可）

通路としての幅

賑わい創出施設

※6

ＡＢ棟（煉瓦造２階）

増築

増築

ＡＢ棟に

接しない

場合※4

平面

AB棟※1

(1)　AB棟の床面積の増の合計は50㎡以下とする。

(2)　階数は現状通り（AB棟:2）とする。

(3)　令第137の2第1号ロまたは第2号イの規定に適合したものとする。

(4)　大規模の修繕、模様替えがある場合は、令第137条の12第1項の規定に

　　 適合したものとする。

②－ⅰ　AB棟と廊下等を１の建築物として捉え、改修による整備を行う

②－ⅱ　廊下等を除去し、新たな増築による整備を行う
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廊下改修　※2

（ロ－１準耐火建築物）

Ｄ棟新設（耐火建築物）※5

Ｄ棟新設（耐火建築物）

※4

ＡＢ棟に接する増築は②

のケースではできません。

（ＡＢ棟、増築棟部の床

面積の合計が50㎡以下の

増築であれば可）

Ｄ棟新設（耐火建築物）※2

※2  D棟においては、AB棟および賑わい創出施設の接する部分に設ける開口

     部を特定防火設備とすること。

※4  前述ⅰにおける※3,4,7の注意書きによる。

　　

※1　AB棟および廊下整備にかかる制限は以下の通り。

(1)　AB棟の床面積の増の合計は50㎡以下とする。

(2)　階数は現状通り（AB棟:2　廊下:1）とする。

(3)　令第137の2第3号イの規定に適合したものとする。

(4)　大規模の修繕、模様替えがある場合は、令第137条の12第1項の規

     定に適合したものとする（廊下改修部も同様）。

※3　記述の通り。

※2　屋根を除去後再度屋根を新設すると床面積の増として取り扱うこ

　　 とになるため注意が必要である。

※4　AB棟の外に距離を隔てて別棟で増築する場合には、双方は別の建

     物となるため、増築棟は一般的な解釈に基づく整備方法でよい

　　（床面積が50㎡を超えても可）。

※5　D棟においては(AB棟・廊下)および賑わい創出施設の接する部分に

　　 設ける開口部は特定防火設備とすること。

※6　「既存遡及が及ばない増築の範囲および接続部の仕様」を適用す

　　 ることにより、防火・避難規定上はAB棟、廊下、D棟、賑わい創出

     施設棟をそれぞれ別の建築物として取り扱う。

　　 なお、賑わい創出施設は単独で用途、規模により、耐火・準耐火

     建築物としなければならない。

※1　AB棟整備にかかる制限は以下の通り。

※3　「既存遡及が及ばない増築の範囲および接続部の仕様」を適用すること

     により、防火・避難規定上はAB棟、D棟、賑わい創出施設をそれぞれ別

     の建築物として取り扱う。

  　 なお、賑わい創出施設棟は単独で用途、規模により、耐火・準耐火建築

　　 物としなければならない。

資料８　吉野町煉瓦倉庫改修整備に関する法的扱いのガイドライン　３

3m以上

3m以上

※7　「既存遡及が及ばない増築の範囲および接続部の仕様」（防火・

　　 避難規定上、別棟建築とみなす条件）に記載されている内容に適

     合する必要がある。

　　

通路としての幅

通路としての幅






